別添様式１－１
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名: 林業就業促進総合対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　 林政部 森林整備課 森林組合・担い手担当　電話番号：058-272-1111（内3194）

　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：24,933千円（前年度予算額：25,777千円）

	事業内容


	１　事業の内容


１．きこり養成塾支援事業費補助金

事業主体である（社）岐阜県森林施業協会が下記内容の人材育成を実施するにあたり、事業費の１／２を補助する。

①県内５箇所に林業事業体で構成する「きこり養成塾」を設置し、森林技術者を確保・育成する。標準研修日数：１２０日（２０日×６ヶ月）
②伐木作業の安全衛生指導の徹底を図るため、当事業研修修了者を対象としたフォローアップ研修を実施する。

③木材生産現場では、高性能林業機械が導入され作業の効率化が図られているが、より効率的で安全な作業を促進するためには、機械の故障等にも作業者が対応できることが重要であることから、基本的なメンテナンス技術研修を実施する。
２．林業就業者養成促進事業費
県内４つの農林高校（岐阜農林、加茂農林、郡上高校、飛騨高山高校）の高校生を対象に地域の林業事業体などと連携し、林業体験活動を実施する。
また、木材生産の低コスト化を推進するため、高性能林業機械の導入を目指す林業事業体を対象に作業の安全確保、効率的な作業システムなどの生産技術を修得するための現地研修を実施する。
３．青少年山しごと体験事業費
(社)岐阜県森林施業協会に委託して、青少年を対象とした林業現場を見て・聞いて、そして自ら体験して林業を知っていただくことを目的に２泊３日の合宿形式で「青少年山しごと体験塾」を１回開催する。
４．緑の担い手参入研修事業費

林業への求職者等１０人程度を対象として、林業労働に対する理解を深めるための林業作業体験や就業相談等を組み入れた２０日間程度の研修を２回開催する。
５．林業労働力確保支援センター事業費補助金

将来の作業班のリーダー（班長）となり得る者を対象として、林業に関する幅広い技能と知識を習得させるために実践的な研修を行う。
なお、事業主体は林業労働力確保支援センターとし、事業費を全額補助（国１／２、県１／２）する。
	２　所要経費


１．きこり養成塾支援事業費　　　　　 37,446千円（うち県負担分18,723千円）

２．林業就業者養成促進事業費　　　　　1,578千円

（１） 農林高校生林業就業促進事業（林業体験学習）　　598千円

　（２） 高性能林業機械オペレーター養成研修開催事務費　980千円
３．青少年山しごと体験事業費　　　　　　750千円

４．緑の担い手参入研修事業費　　　　　2,000千円

５．林業労働力確保支援センター事業費　1,882千円（うち県負担分941千円）

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

・高性能林業機械による効率的な木材生産技術など高度な技術を持った森林技術者
の育成を推進する
・新規就業者を確保するため、若者に林業の魅力をＰＲする
	２　これまでの取組状況


１．きこり養成塾支援事業費補助金

実践的な研修を通して、新規就業者を即戦力となる人材に養成するとともに、木材の伐採・搬出技術など林業事業体が必要とする安全な作業技術を有する森林技術者を養成・確保する取り組みを推進することができた。（H21：14名）
２．林業就業者養成促進事業費
（１） 農林高校生林業就業促進事業

農林高校生を対象に地域の林業事業体などと連携し、将来の林業就業に向けた

体験活動を実施した。

　　　・H21 実施内容

　　　岐阜農林高校(55名)：下刈体験、原木市場見学等

　　　　　加茂農林高校(40名)：木材伐採・搬出現場見学、木材市場見学等

　　　　　郡上高校(40名)：木材加工・利用現場見学等

飛騨高山高校(54名)：スギ間伐施業地見学、施業技術研修等
（２） 高性能林業機械オペレーター養成研修開催事務費

　　　　平成３年度から平成２１年度までに１３１名が研修を修了し、高性能林業機械

オペレーターとして認定した。

３．青少年山しごと体験事業費

森林・林業に触れる機会が少ない青少年を対象に林業への興味を喚起させ、林業への就業促進を図った。（H20：14名、H21：13名）

４．緑の担い手参入研修事業費

新たに林業への就業を希望する求職者等に対して、林業作業の体験や就業相談等を通じて、林業労働に対する理解を深め、林業への円滑な就業を促進することにより、林業労働力の確保を図った。（H21：34名　５回開催）

５．林業労働力確保支援センター事業費補助金
森林技術者５人に１人の割合でリーダーとなる人材が必要であり、そのためには平成２３年度までに２７０人の研修修了者が必要となっている。

平成２１年度末における研修修了者は２４９人となっており、目標を達成することは十分可能な状況である。
	３　これまでの取組に対する評価


１．きこり養成塾支援事業費補助金

本事業が始まった平成１７年度から昨年度までに延べ６２事業体の１２９人が研修を修了するなど、毎年多くの事業体から実施要望があり、事業が広く認知され、森林技術者育成の効果もあがっている。
また、岐阜県森林づくり基本計画において、森林技術者の育成・確保は県の責務とされており、当事業は本県における森林技術者育成のための大きな柱となっていることから、今後も引き続き実施していく。
２．林業就業者養成促進事業費

（１） 農林高校生林業就業促進事業

　　県内の森林技術者は、平成元年の2,524人と比して平成２１年度は1,162人と

46％まで減少しており、健全な森林づくりに必要な森林技術者の確保が急務とな

っている。　　　　　　

このため、農林高校生が林業という仕事を理解し、林業への関心を喚起するこ

とが重要となっている。

本事業では地域の林業事業体と連携し、農林高校生が林業作業を実際に体験する

ことで林業に対する理解が深まるため、就業する際の参考になっている。

（２） 高性能林業機械オペレーター養成研修開催事務費

　　　　県内の森林組合及び民間林業事業体で木材生産の事業を実施している事業体は

１１２社あり、その中で４８社（４３％）が研修を受講している。

今後も低コストで安定的な木材生産を促進する必要があり、高性能林業機械を

効果的に組み合わせた低コスト木材生産システムの普及・定着のため、引き続き実施していく。

３．青少年山しごと体験事業費

本県の新規就業者数はここ数年は微増傾向であり、林業に興味を抱くことで林業への新規就業が促進され、森林技術者の確保が図られている。
岐阜県森林づくり基本計画において、森林技術者を育成・確保は県の責務とされているが、林業が実際に体験できる機会は多くないことから、今後も引き続き実施していく。
４．緑の担い手参入研修事業費

本県の新規就業者数はここ数年、微増傾向であり、本事業により新たに林業への就業を希望する求職者の就業が促進され、平成２１年度の修了者のうち５名の就業が決定するなど林業労働力の確保が図られている。
岐阜県森林づくり基本計画において、森林技術者の育成・確保は県の責務とされており、林業が実際に体験できる機会は多くないことから、今後も引き続き実施していく。

５．林業労働力確保支援センター事業費補助金
本研修は約３ヶ月にわたるものであり、林業事業体から研修生を参加させにくいとの意見が寄せられたため、平成２０年度からは研修内容をメニュー方式とし、受講開始後３ヶ年のうちに修了すれば良いことに変更した。

その結果、安定的に研修生を確保することができるようになり、特に本県においては地形的な条件から必要不可欠な架線集材の技術者を養成することにもつながっている。

	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	25,777
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	24,933
	941
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	23,992
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